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③ 組　織

（２） 民 間 活 力 の 活 用 等

（３） 経営比較分析表を活用した現状分析

 イ　土地・施設等利用
　　　（未利用土地・施設の活用等）　*5

　本町の下水道事業は、1市5町で構成される旭川広域圏下水道事業
の一環として、旭川市の西部終末下水処理場での処理を採用してい
るため、本町で敷地を有する施設を保有していないため、未利用土
地・施設の活用等は見込まれない。

事 業 運 営 組 織
本町の下水道事業は、建設水道課で所管されており、単独の組織で運営を実施している。
なお、課内には管理係、建築係、土木係、施設維持係、下水道係、水道係があり、連携を図りつつ効率的な
運営に努めている。

職 員 数 1人（損益勘定部門：1人、資本勘定部門：0人）

*4　「エネルギー利用」とは、下水汚泥･下水熱等、下水道事業の実施に伴い生じる資源(資産を含む)を用いた収入増につながる取組を指す。
*5　「土地・施設等利用」とは、土地･建物等、下水道事業の実施に不可欠な資産を用いた、収入増につながる取組を指す（単純な売却は除く）。

民 間 活 用 の 状 況

 ア　民間委託
　　　（包括的民間委託を含む）

本町は処理場や老朽化管渠を有していないため、包括的民間委託を
行う内容の業務は現段階では無い。

 イ　指定管理者制度
　下水道事業は、住民生活に直結する事業であり、指定管理者制度を
利用した民間の管理・運営にはなじまないものと考えて、本町では検
討していない状況である。

 ウ　ＰＰＰ・ＰＦＩ
　大規模な新規整備や改築更新事業は無く、PPP・PFIに該当するよう
な事業は現段階では無いため、検討していない状況である。

資 産 活 用 の 状 況

 ア　エネルギー利用
　　　（下水熱・下水汚泥・発電等）　*4

　本町の下水道事業は、1市5町で構成される旭川広域圏下水道事業
の一環として、旭川市の西部終末下水処理場での処理を採用してい
るため、本町で下水汚泥・発電等のエネルギー利用は見込まれない。
　また、下水熱については、下水道管路施設からの下水熱利用が考え
られるが、本町に布設された下水道管路の管径は小さいため、現在の
技術では下水熱利用は困難であり、未実施となっている。

※直近の経営比較分析表（「公営企業に係る「経営比較分析表」の策定及び公表について）（公営企業三課室長通知）」による経営比較分析表）を添付すること。

　本町における経営比較分析表を活用した現状分析の結果、課題については、以下に示すとおりである。

・収益的収支比率は平成27年度に大幅に下がっているが、雨水処理負担金にかかる元金償還金を資本的収支に計上したためであり、今後
は地方債償還金の減少が予想され、数値は改善傾向に進むと考えられる。
・経費回収率は類似団体より高いが、100％には到達しておらず、更なる経費削減が求められる。
・汚水処理原価は固定的に必要とされる費用のため、短期間での削減は難しいが、現在の減少傾向を維持していく必要がある。
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